
【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 163,588,329,953   固定負債 72,116,587,353

    有形固定資産 154,004,937,209     地方債等 41,563,577,466

      事業用資産 55,874,081,273     長期未払金 -

        土地 28,878,003,269     退職手当引当金 3,832,190,870

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 62,383,016,683     その他 26,720,819,017

        建物減価償却累計額 -35,960,625,011   流動負債 5,858,202,223

        工作物 1,936,614,558     １年内償還予定地方債等 3,758,092,784

        工作物減価償却累計額 -1,504,332,973     未払金 406,981,558

        船舶 4,196,800     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -4,196,797     前受金 959,260

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 570,304,214

        航空機 -     預り金 482,228,146

        航空機減価償却累計額 -     その他 639,636,261

        その他 - 負債合計 77,974,789,576

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 141,404,744   固定資産等形成分 170,318,255,953

      インフラ資産 94,690,481,339   余剰分（不足分） -71,045,986,323

        土地 30,793,637,286   他団体出資等分 -

        建物 2,822,836,084

        建物減価償却累計額 -1,250,184,746

        工作物 166,276,306,307

        工作物減価償却累計額 -104,132,945,273

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 180,831,681

      物品 11,021,101,539

      物品減価償却累計額 -7,580,726,942

    無形固定資産 3,229,434,303

      ソフトウェア 96,186,642

      その他 3,133,247,661

    投資その他の資産 6,353,958,441

      投資及び出資金 2,013,236,000

        有価証券 900,000

        出資金 2,012,336,000

        その他 -

      長期延滞債権 857,470,405

      長期貸付金 1,437,000

      基金 3,542,951,000

        減債基金 -

        その他 3,542,951,000

      その他 3,000,000

      徴収不能引当金 -64,135,964

  流動資産 13,658,729,253

    現金預金 5,478,981,640

    未収金 1,090,653,336

    短期貸付金 160,000

    基金 6,729,766,000

      財政調整基金 5,421,666,000

      減債基金 1,308,100,000

    棚卸資産 14,181,369

    その他 390,044,761

    徴収不能引当金 -45,057,853

  繰延資産 - 純資産合計 99,272,269,630

資産合計 177,247,059,206 負債及び純資産合計 177,247,059,206

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 69,950,194,145

    業務費用 29,468,967,643

      人件費 9,403,764,781

        職員給与費 7,352,612,394

        賞与等引当金繰入額 563,746,806

        退職手当引当金繰入額 88,472,717

        その他 1,398,932,864

      物件費等 19,014,204,838

        物件費 12,470,610,424

        維持補修費 1,123,348,367

        減価償却費 5,420,246,047

        その他 -

      その他の業務費用 1,050,998,024

        支払利息 227,012,499

        徴収不能引当金繰入額 97,154,844

        その他 726,830,681

    移転費用 40,481,226,502

      補助金等 30,455,823,441

      社会保障給付 10,006,656,364

      その他 18,746,697

  経常収益 5,669,930,193

    使用料及び手数料 4,054,323,719

    その他 1,615,606,474

純経常行政コスト 64,280,263,952

  臨時損失 14,273,089

    災害復旧事業費 10,717,870

    資産除売却損 3,209,820

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 345,399

  臨時利益 62,654,213

    資産売却益 25,290,800

    その他 37,363,413

純行政コスト 64,231,882,828



【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 99,049,672,756 172,697,580,302 -73,647,907,546 -

  純行政コスト（△） -64,231,882,828 -64,231,882,828 -

  財源 63,909,077,775 63,909,077,775 -

    税収等 38,422,539,408 38,422,539,408 -

    国県等補助金 25,486,538,367 25,486,538,367 -

  本年度差額 -322,805,053 -322,805,053 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,398,217,628 2,398,217,628

    有形固定資産等の増加 2,570,868,696 -2,570,868,696

    有形固定資産等の減少 -5,585,880,264 5,585,880,264

    貸付金・基金等の増加 3,240,491,567 -3,240,491,567

    貸付金・基金等の減少 -2,623,697,627 2,623,697,627

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 218,475,279 218,475,279

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 326,926,648 -199,582,000 526,508,648

  本年度純資産変動額 222,596,874 -2,379,324,349 2,601,921,223 -

本年度末純資産残高 99,272,269,630 170,318,255,953 -71,045,986,323 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 64,243,444,552

    業務費用支出 23,762,218,050

      人件費支出 9,287,253,403

      物件費等支出 13,391,512,900

      支払利息支出 227,012,499

      その他の支出 856,439,248

    移転費用支出 40,481,226,502

      補助金等支出 30,455,823,441

      社会保障給付支出 10,006,656,364

      その他の支出 18,746,697

  業務収入 65,887,067,713

    税収等収入 37,802,996,502

    国県等補助金収入 22,440,900,619

    使用料及び手数料収入 4,033,450,232

    その他の収入 1,609,720,360

  臨時支出 11,063,269

    災害復旧事業費支出 10,717,870

    その他の支出 345,399

  臨時収入 2,341,787,534

業務活動収支 3,974,347,426

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,713,632,874

    公共施設等整備費支出 2,518,408,874

    基金積立金支出 2,070,224,000

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 125,000,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,561,092,994

    国県等補助金収入 801,749,350

    基金取崩収入 1,442,596,000

    貸付金元金回収収入 265,187,000

    資産売却収入 33,103,018

    その他の収入 18,457,626

投資活動収支 -2,152,539,880

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,314,426,929

    地方債等償還支出 4,104,748,225

    その他の支出 209,678,704

  財務活動収入 2,278,800,000

    地方債等発行収入 2,278,800,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 516,956,115

本年度歳計外現金増減額 14,777,255

本年度末歳計外現金残高 531,733,370

本年度末現金預金残高 5,478,981,640

財務活動収支 -2,035,626,929

本年度資金収支額 -213,819,383

前年度末資金残高 5,161,067,653

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 4,947,248,270



連結財務書類における注記（全体会計） 

 

I. 重要な会計方針 

1. 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なもの

は原則として再調達原価としています。 

また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこととして

います。 

 

2. 有価証券等の評価基準及び評価方法 

①市場価格のある有価証券等 

会計年度末における市場価格をもって連結貸借対照表価額としています。  

②市場価格がない有価証券等 

取得原価をもって連結貸借対照表価額としています。 

 ただし、市場価格のないものについて、実質価額が著しく低下した場合には、相当の減額

を行うこととしています。 

 なお、実質価額の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下した場合」に該当する

ものとしています。 

 

3. 有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）  

 定額法を採用しています。 

②無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 

4. 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

 過去 5年間の平均不納欠損率により計上しています。 

②賞与引当金 

 翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

③退職給付引当金 

 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退職手

当要支給額を計上しています。 



5. リース取引の処理方法 

 ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行ってい

ます。少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方

法に準じて会計処理を行っています。 

 

6. 連結資金収支計算書における資金の範囲 

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲とし

ています。 

 このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも

含んでいます。 

 

7. 採用した消費税等の会計処理 

 税込方式によっています。ただし、水道事業会計と下水道事業会計は税抜方式によっています。 

 

II. 重要な会計方針の変更等 

1. 会計方針の変更 

  該当はありません。 

  

2. 表示方法の変更 

  該当はありません。 

 

3. 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 該当はありません。 

        

III. 重要な後発事象 

1. 主要な業務の改廃  

該当はありません。 

 

2. 組織・機構の大幅な変更  

該当はありません。 

 

3. 地方財政制度の大幅な改正  

該当はありません。 

 

 



4. 重大な災害等の発生  

該当はありません。 

 

IV. 後発債務 

1. 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

該当はありません。 

 

V. 追加情報 

 

1. 連結対象団体（全体会計）の一覧 

団体（会計）名 区分 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 

介護保険特別会計 特別会計 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 

水道事業会計 地方公営企業会計 

下水道事業会計 地方公営企業会計 

 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営企業会計は、全て全部連結の対象としています。 

 

2. 出納整理期間について 

 地方自治法 235 条の 5 の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係

る出納整理期間（令和 6 年 4 月 1 日～令和 6 年 5 月 31 日）における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

3. 財務書類の表示金額単位 

  記載金額は千円単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合がありま

す。 

 

4. 売却可能資産に係る資産科目別の金額  

ア 範囲 

 普通財産のうち活用が図られていない公共資産 

 

イ 内訳 

事業用資産 163,156 千円 （180,532 千円） 

土地 163,156 千円 （180,532 千円） 



令和 6年 3 月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。    

売却可能価額は、鑑定評価額、路線価、公示地価に基づく評価等によっています。上記の（千

円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 

 



2025/5/27

自治体名：我孫子市 年度：令和5年度
会計：全体会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

事業用資産 92,840,365 576,307 73,436 93,343,236 37,469,155 1,751,733 55,874,081
　土地 28,876,443 9,373 7,812 28,878,003 - - 28,878,003
　立木竹 - - - - - - -
　建物 61,924,389 510,565 51,937 62,383,017 35,960,625 1,713,558 26,422,392
　工作物 1,934,305 2,310 - 1,936,615 1,504,333 38,175 432,282
　船舶 4,197 - - 4,197 4,197 - 0
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 101,032 54,060 13,686 141,405 - - 141,405
インフラ資産 198,533,151 1,777,184 236,724 200,073,611 105,383,129 3,016,156 94,690,482
　土地 30,774,894 18,744 - 30,793,638 - - 30,793,638
　建物 2,811,682 11,154 - 2,822,836 1,250,184 56,132 1,572,652
　工作物 164,602,626 1,712,912 39,233 166,276,305 104,132,945 2,960,024 62,143,360
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 343,949 34,374 197,491 180,832 - - 180,832
物品 10,640,829 491,721 111,449 11,021,101 7,580,727 435,625 3,440,374
合計 302,014,345 2,845,212 421,609 304,437,948 150,433,011 5,203,514 154,004,937

有形固定資産の明細
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